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会     議     録 

会 議 名  亀岡市男女共同参画審議会 

担 当 課  生涯学習部 人権啓発課 男女共同参画推進係 

開催日時  令和７年１月２９日（水） 午後１時３０分～３時０５分 

開催場所 市役所３階３０２・３０３会議室 

出

席

者 

委 員  １１人 

そ の 他  ０人 

事 務 局 ５人 

公開の可否 ■可   □一部不可   □不可 傍聴者数 ３人  

公開の一部不
可及び不可の

理由 
 

会議次第 

１ 開会 

 

２ 議題 

（１）亀岡市女性の登用について 

（２）亀岡市女性の相談室の概要（２０２３（令和５）年度）について 

（３）その他 

 

３ 閉会 
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【会議資料】  

（事前送付）       

・資料１ 亀岡市の女性の登用率 

・資料２ 亀岡市女性の相談室の概要（２０２３（令和５）年度） 

・資料３ ２０２４(令和６)年度「男女共同参画に関する市民意識調査」の実施について 

 

（当日配布） 

・資料４ ２０２４(令和６)年度「男女共同参画に関する市民意識調査」速報値（抜すい） 

 ・参考資料 「男女共同参画に係る市民の意識と実態調査結果報告書」《ダイジェスト版》 
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【概要】 

 

１ 開会   

      

２ 議題 

（１） 亀岡市女性の登用について 

       事務局 ： 資料１に基づき説明    

      【質疑応答】 

会 長 ： 資料の字が小さく、読むのが大変だと思いました。今後はもう少

し大きな字でお願いします。 

 

       委 員 ： 審議会の女性の登用率ですが、資料１の１ページに女性のいない審

議会が１組織ということで、３ページにその内容が載っておりま

す。３９番の亀岡市予防接種健康被害調査委員会は条例設置です。

条例設置の場合は、充て職といいますか、団体の代表者となってい

ると思います。他にも２０％以下のものに条例設置によるものが多

いのですが、取り組みはどのようにされているのでしょうか。 

 

       事務局 ： 亀岡市では審議会等を所管する担当課から、女性の登用推進方策 

            に基づく事前協議書の提出をいただいています。その中で、      

男女比率が均衡に近づくよう取り組んでくださいということを文

書で回答しています。         

             その結果を男女共同参画推進本部会議、これは亀岡市の部長会メン

バーで構成されている会議で報告をさせていただきまして、５０％

に満たない審議会等については、さらなる女性の登用を進めていた

だくよう呼びかけている状況です。 

 

委 員 ： 条例設置の部分は、どのような取り組みをされていますか。 

 

       事務局 ： 条例設置の場合も、同様の対応をしているところでございます。 

 

委 員 ： 条例設置の場合は人が固定されるケースが、これまでにもあったと 

       思います。女性を入れたくても、その団体の代表者が女性でなかっ

たら入れないため、その会のどなたでもよければ、女性というお話

しができるので、そのあたりの条例の改正や、その委員を決めるな

り、男女共同参画推進会議で議論があるのですか。 

 

事務局 ： 条例設置のあるなしでは特にありませんが、一般的に委員の構成 

としては、団体への推薦依頼という方法、団体の代表者に個別に依

頼する場合や、公募委員を入れていただく場合があります。 

             女性が少ない団体から、女性の多い団体に変えていくということ

も、男女共同参画推進本部会議で検討されていますが、実際にはな

かなか進んでいない状況でございます。 

             地道に女性参画の推進を進めていくことが重要です。 
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委 員 ： 条例設置の場合は、どの団体かも決められているんです。それを、

先ほど課長が言われたように、団体を替えていくということは容易

ではありません。 

       そのようなものについては、どのような取り組みを、例えば今０％ 

       になっている予防接種の委員会が条例設置ですが、どこの団体から

選出するということが、条例に記載されていると思います。 

       その枠組みがあるから、女性が今よりも選出されないということな

のですか。そのあたりの分析は、どうなっていますか。 

 

事務局 ： 予防接種健康被害調査委員会につきましては、確かに条例設置とい

うことで、委員長および委員５名で組織されています。 

委員長は桂川市長、委員は保健所長、亀岡医師会長、学識経験者で

す。 

亀岡市長や保健所長は、選挙や人事異動を伴いますので、それによ

って変わります。亀岡医師会長につきましては担当課にも確認した

ところ、女性の先生もおられますが、条例で会長と決めていますの

で、会長を女性が務められるケースが少ないと聞いています。 

そうなりますと、あと学識経験者に女性が入れられないかというこ

とで、担当課から呼びかけをして、今後も努力していくと回答はも

らっていますが、なかなか進まないのが課題であると感じていま

す。 

 

委 員：  今の説明はそのとおりだと思うのですが、学識経験者に女性を入れ

る努力をされているということはわかりました。例えば、条例のな

かでその団体の長と限定しないとすれば、女性が選出される可能性

があるのではと申し上げたかったわけです。 

       その取り組みは、働きかけがされているかという質問です。 

 

事務局 ： 例えば、今お話しいただきました予防接種健康被害調査委員会でし

たら、保健所長、亀岡医師会長、ご指摘のとおり長でない人でもい

いということであれば、推進本部会議のなかでその構成団体を一回

考え直していこうという話はありますが、今のところ具体的に長で

ない人にすれば女性が増えるという議論はしたことがないので、今

後検討していきたいと思います。 

 

委 員 ： そこの視点が大事だと思います。 

       いま条例で決まっているから仕方ないではなく、条例改正をしてい

くことで女性登用を増やしていけるなら、そこの議論をしていただ

きたいと思います。よろしくお願いします。 

 

会 長 ：  今のことに関連してですが、縛りになっているものを緩和してい

く、そういったやり方の工夫はいくらでもできそうな気がするの

で、今後についてもしっかり進めていただきたいと思います。 

        ３ページを見てみますと、福祉の分野であるとか、子ども・子育

て、介護といったところは、率が５５％とか４７％とか６０％と

上がっています。やはり、登用されるのはありがたいことなので

すが、分野別に役割分担的な配置というか、そういったことも数

字的にみられると思います。 
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さらには一つ一つの審議会で、こういった工夫もしており、例え

ば、京都府で５０人参加しましょうという時に、「各市町村で４人

のうち、２人は女性を出してください。」という割り当てを受け、

進めていきます。これを、５～６年前からやっていますが、決定

権の持てる立場に女性たちが就ける仕組みを、この審議会のいろ

いろなところにおいても今後はチャレンジしていただき、工夫を

していただきたいです。 

 

委 員 ： 会長のおっしゃっていることとつながっていく話だと思いますが、       

       ２０３０（令和１２）年までに（女性登用率）５０％という目標を

掲げていらっしゃいますが、過去５年間で数％上がった程度で、あ

と５年でどうなのかと思います。５０％というのは、平均で５０％

ということでしょうか。 

       ０％のところがあっても、５０％の目標は可能だと思いますが、全

体的・平均的に女性の登用率を増やすならば、５０％以上の委員会

が５０％以上を占める、あるいは０％の委員会を無くして５０％以

上が８割以上を占めるといった目標のほうが、現実的ではないかと

思います。 

 

事務局 ： ５０％の目標についてご意見をいただきましたが、内閣府が公表し

ている令和５年度のデータで、京都府で一番高い木津川市で 

       ３７.６％と、５０％に達していない状況です。 

       全国でも、１位の北九州市が５１.７％、２位の宇部市が４７.１％ 

       と、５０％を超えるのは全国で１団体しかありません。 

       平均値では２８.１％で、５０％を目指すのはなかなか困難な状況

というところです。 

       こうしたなかで、今ご意見いただいたように、５０％の団体を半分

以上にするとか、そうしたことも現実的な目標値としてあると思い

ます。今後検討していきたいと思います。 

       女性登用率を増やしていく方策としましては、先ほどお話しさせて

いただいたとおり、一つは事前協議書があり、委員が交代する際に

は所管する事務局から人権啓発課に、女性登用率がこうなると事前

に協議をいただいて、もう少し女性委員を増やせないかという回答

をしています。 

       また、男女共同参画推進本部会議、市長を本部長として部長メンバ

ーで構成される会議のなかで、今ご覧いただいている一覧をもと

に、登用率の低い委員会をどうしていくかという議論をしていると

ころです。 

 

委 員 ： ５０％の話で委員のお話しがあったのですが、これは２０２１ 

（令和３）年に定められた目標値です。それに向けて努力するとい

うことで、例えばステップを踏んで、最終的には半々くらいにする

ようにして、もう少しハードルを下げた目標値を与えて、４０％、

次に５０％のような目標設定もあるかと思います。 
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事務局 ： 先ほどから条例設置の議論もございましたけれども、やはりその構

成団体というのが大きいところで、予防接種の委員会では、医師会

や京都府の保健所長で構成されていますし、２番目に率の低い地域

公共交通会議は、京阪京都交通の管理部長やタクシー会社の会長、

自治会連合会、老人クラブ連合会副会長、商工会議所理事など、男

性の多い団体で構成されていて、１名のみ女性登録人材を入れてい

るという構成です。 

       率の高い団体の名簿は、いま手元にありませんが、女性の割合が高

い団体の推薦依頼や、充て職になっているという傾向があります。 

 

副会長 ：  現状を反映しているということですね。構造的な問題をどうする

か、条例を変えるか、あるいは柔軟に運用するかなどです。 

 

委 員 ： ２０２１（令和３）年に、２０３０（令和１２）年までに５０％と

いう目標を掲げていますが、１年ごとにどれくらい上げていくの

か、知りたいと思います。 

       ２０２０（令和２）年から３年間、ほぼ変わっていない状況ですが、

大きな１０年だけでなく。今から来年度に向けて何％上げようとい

う目標が、１年ごとにあると思います。何をどうして、何％上げる

のかをお伺いしたいと思います。 

 

事務局 :  ２０１９（令和元）年度当初３１.５％であったものを、２０３０

（令和１２）年度に５０％ということですが、具体的に何％という

ことではなく、国の目標に合わせて全国的に５０％で設定している

という現状です。 

 

会 長 ：  構成団体の点検をもう一度していただいて、そのなかで、女性が入

れるような構成団体になっているか、例えば自治会の場合は、逆パ

ターンで自治会に出してもらうとか、少し緩和できるような手法も

模索していただき、具体的に一歩変えていけるのではと思います。 
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（２）亀岡市女性の相談室の概要（２０２３（令和５）年度）について 

 

事務局 ：  資料２に基づき説明    

     【質疑応答】 

会 長 ：  委員の皆さん、意見があればいただきたいと思います。 

 

委 員 ：  女性の相談室ですが、一般相談は今も執務室で受けているというこ

とですか。 

 

事務局 ： はい。人権啓発課の執務室で受けています。 

 

委 員 ： この審議会の委員になったときに、執務室の職員と同じ机の並びの

ところで電話相談を受けるというのは、相談者からは見えないので 

       お話しされていますが、私がもし相談者だったらちょっと耐え難い

と思い、１階の相談室の空き部屋を活用していただきたいとお伝え

しました。 

       当時の部長は「検討します」とおっしゃっていただいたのですが、

それはしていないということですね。 

 

事務局 ： 現時点では、しておりません。現状、相談員が２名おられるのが月

曜日で、火曜日から金曜日は１名です。 

常に電話に出られるわけではなく、他の部局との連携や相談に来

られて対応中の場合もあります。 

             相談員が電話を受けられないときは、職員が受けていますが、             

             それが難しくなります。 

              

委 員 ： 前回の提案というのは、職員が代わると引継ぎがないということで

すね。今言っているのは、相談している人の気持ちになって考えて

いただきたいということです。それは、もう一度所属のなかで検討

していただきたいと思います。                

 

             これは、男女共同参画推進係の部分ですが、女性の相談ネットワー

ク会議を持っておられると思います。いろいろな亀岡市の公共施設

をはじめ、相談を受けておられる相談員の人のネットワーク会議

で、それぞれの窓口の相談内容を全部集約されていると思います。 

             それは、今日資料として提示していないということですね。 

 

事務局 ： はい。それは、従来から提示していない資料になります。 

 

委 員 ： 今後については、その集計も出していただければ、亀岡市内でどの

ような相談がどの窓口に寄せられていて、自分のところで処理でき

ない相談については適切な市内の相談窓口に繋いでいただいてい

るという状況がよくわかると思います。 

       それから、一般相談から他の相談窓口に繋いでおられるかを教えて

ください。 
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事務局 ： 全ての相談の情報提供件数は今手元にございませんが、２ページの                  

             下のところが、配偶者等による暴力被害者からの相談状況です。 

             ２０２３（令和５）年度相談件数は、来所が４７件、電話９８件、

情報提供が延べ１３９件です。 

 

委 員 ： 例えば、どんなケースでしょうか。 

 

事務局 ： お子さんが暴力被害に遇われているケースでは、こども家庭課と協

議したり、そこの相談員に情報提供したりします。 

 

委 員 ： 今後、そういった流れがわかるような集計を、資料としていただけ

ると嬉しいです。 

 

会 長 ： 委員もおっしゃったように、私も今見て、いろいろなことをやっ

ておられるのに、概要と実績の資料がこれだけしか出しておられ

ないのかと思います。例えば、隣保館でやっている継続相談事業

でも、虐待があれば要対協（要保護児童対策地域協議会）に繋い

でいますし、貧困世帯であれば、現行の事業でどう対応できるか

等、現場での繋ぎ方はいろいろあると思います。 

       先ほどのネットワーク会議もそうですが、貧困との関係やひとり

親世帯の大変な状況の相談事が、この数だけでは事例としてあま

り見えてこないので、福祉分野の部局と連携をされて、いろいろ

な資料を出していただけたら、委員としても意見が出しやすいと

思います。よろしくお願いします。 

 

副会長 ：  ２ページの一番下のデータで、実人数が２４人で、相談件数が延べ 

       ２８４件です。ひとり１０件超と、実際それほどの相談が来ていて、

割と深刻な夫婦関係の悩みがあることが多いとすると、シェルター

とまではいかないまでも、どのような助言指導をしているのか、内

容を見たいというのはあります。 

       どのような支援施策があるのか、公表できる範囲で分類できればい

いと思います。相当深刻な夫婦関係が増えているのはわかりますの

で、データの作り方でわかりやすくお願いします。 

 

会 長 ： ケース会議に発展するケースをどう扱うか、せっかく担当の方が

一生懸命連携してやっておられるので、それがよりわかりやすい

資料があればいいですね。 

 

副会長 ：  女性相談で、女性を対象に努力されていることがよくわかります。 

       夫婦関係の悩みが一番多いことから、女性だけではなく、男性が相

談できるところも必要だと思います。男性相談は京都府でやってい

ますので、相談員が情報を持っていて、情報提供されることが大事

だと思います。 

 

委 員 ： 関連して、DV（ドメスティックバイオレンス）の場合で、子どもの

場合は要対協（要保護児童対策地域協議会）が入って、ケース会議が

開かれると思いますが、お母さんの場合はどの部署がどのような支援

をしているのですか。 
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会 長 ： DV（ドメスティックバイオレンス）の支援もしているわけです

が、シェルターに行く準備がなかなかできなくて、６か月間ぐら

いかけて、少しずつ物を外に運び出していくとか、そういう支援

もあるわけです。 

直接シェルターに入所できることは、なかなか無いのです。決意

もなかなかできないし、それまでに中間シェルター的な居場所の

対策など、私の NPO（NPO 亀岡人権交流センター）でも相談事業を

しています。 

       女性の相談で、暴力だけではなく最近多いのが貧困です。働いて

もなかなか暮らしがよくならず、マイナス要因が複合的に重なっ

たりしています。お母さんが被害者として悩みを聞くだけでな

く、加害者として近所からの通報があり、悩みを聞くという両面

の位置づけになった時、どのようにパブリック（公的）な支援を

していくかです。 

       この１～２年、皆さんが役割分担をして動かれていると思いま

す。専門的な施設、京都まで繋いでいくのは、なかなかできない

ことです。仕組みがあっても、その制度や仕組みを活用しきれな

いのです。この資料は概要のみのため、いろいろやっていらっし

ゃることを、具体的な例も載せていただいたら、わかりやすい資

料になると思います。 

 

事務局 ： 連携の具体的な内容は、個人情報の関係もあり、どこまで載せられ

るかということはありますが、なるべくわかりやすく載せていきた

いと思います。 

 

委 員 ： フェミニストカウンセリングはカウンセラー、法律相談は京都弁護

士会の弁護士が担当されていると思います。個別に相談に行かれる

場合、市ではその内容までは把握されていないかもしれません。ど

こかに繋げないといけない、副会長がおっしゃった男性相談や、シ

ェルター・警察などに繋げる場合は、市の関わりはどうなっていま

すか。カウンセラーや弁護士から直接繋げるのですか、あるいは行

政に伝えていただいて、行政から繋げるのか、どうなっていますか。 

              

事務局 ： こちらのほうに伝えていただいてからということになろうかと思い

ますが、少なくとも過去２年半くらいの間では、フェミニストカウ

ンセリングや法律相談で、解決のために行政が関わらなければなら

ないような事案は無かったと記憶しています。 

 

委 員 ： 相談者に「ここにこんな窓口があります」「こんな支援があります」

と伝えるだけで、終わっているのですか。個別相談は市が窓口です

から、市としてある程度把握して繋いでいくのか、弁護士やカウン

セラーに任せるのか、市としてのスタンスはどうなっていますか。 

        

事務局 ： 市のスタンスとしては、市として関わるべきところは関わるという

ことです。今のところ、項目を一覧として把握していますが、１件

毎の相談内容を情報共有まではしていないところです。 
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委 員 ： それは、上がってこないと把握されない、市から最近の相談はどう

ですかと確認はされないのですね。  

   

事務局 ： はい。 

 

会 長 ： いろいろな相談機関から、中心となる人権啓発課に情報が上がって

くるという仕組みになっていないのではないでしょうか。例えば、

福祉分野の場合は、仕組みとして福祉の担当課に情報が集まるよう

になっています。 

       一度、福祉の担当課にどういう仕組みで課に上がってくるのか、相

談されたらよいと思います。 

 

委 員 ： 元々は、フェミニストカウンセリングと法律相談は、亀岡市福祉事

業団に業務委託されていて、受付から相談、そこから行政に繋ぐと

いう仕組みになっていたのが、いつからか予約は市が受付け、会場

は総合福祉センター、ここは貸館で、相談は直接カウンセラー・弁

護士になっているように思います。 

       もう一度事業団に委託をされて、申込・相談・集約・行政に繋ぐま

で、その場でされるのがよいと思います。また、ご検討ください。 

 

会 長 ：  国の相談事業をさせていただいていますが、毎月どんな内容のど

んな相談があったか報告を義務付けられています。警察案件や弁護

士を紹介したなど、報告しています。同じように、報告されている

と思います。 

 

事務局 ： 分類された件数は見ていますが、内容までは見ておりません。 

 

会 長 ：   集計はあると思いますけれど、今日の資料としてどこまで出され

るかということで、この程度でと判断されたのだと思いますが、、

今後資料を出される時に、委員がわかりやすいようにしていただき

たいです。亀岡市全体のなかでの相談事業の傾向がどうであるか、

対応ができているのかというチェックを兼ねて、全体を見直してい

ただくよう、お願いしておきます。 

 

委 員 ： 女性の相談室の広報、女性用トイレに設置している名刺サイズのカ

ードケースが空になっていることがありました。どこに相談したら

いいかわからない人も多く、大事な広報ですので、補充など対応を

お願いしたいと思います。 

       月曜日だけ相談員の方が２人と説明がありましたが、月曜日だけと

いうのは何か理由があるのですか。 

 

事務局 ： 月曜日のみ２名となっておりますのは、情報共有の時間が必要なた

めで、月曜日に両方の相談員に来ていただいています。 

             あとの火・水・木・金には、２日ずつ来ていただいています。 

 

委 員 ： 相談員の方が相談対応中の時間もあるならば、時間は短くしても相

談員が２人いらっしゃるようにできないでしょうか。 
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事務局 ： 相談員が相談中で電話対応できない場合、人権啓発課の職員が電話

に出ますが、相談の深い内容までお聞きできませんので、お時間を

あけてかけ直していただくか、電話番号を教えていただける方は折

り返しかけることをお伝えしています。 

 

会 長 ： うち（NPO 亀岡人権交流センター）の場合、亀岡市の事業ではあり

ませんが、LINE での相談事業も行っています。こんな時代ですか

ら、若い世代は LINE で相談したいという方は、結構多いです。 

今後は電話だけでなく、LINEを使った相談の仕組みとか、そういっ

たことも考えて、前に進めていただければと思います。 

 

             他に何かございますか。 

             それでは、議題「その他」に進みます。 
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（３）その他 ２０２４（令和６）年「男女共同参画に関する市民意識調査」の実施について 

 

事務局    資料３ 資料４ に基づき説明    

     【質疑応答】 

 

副会長 ：  最終報告書は、いつ完成するのですか。 

 

事務局 ： 今取りまとめておりますので、３月中には完成したいと思います。 

 

副会長 ：  次の委員会後になるでしょうが、送られてくるのでしょうか。 

 

事務局 ： 冊子を作る予定をしており、皆様に郵送させていただきます。 

 

委 員 ： 資料４の１ページに、回答者の年齢層が載っていますが、配布され

た年代の資料も載せていただければ、どの年代で関心が高いか、わ

かると思います。       

 

事務局 ： 資料に載せてはおりませんが、年代別の配布数のデータもございま

す。高齢者の方の回答率が高いため、資料のように高齢者の方の回

答数が多くなっています。調査票の配布は、市の年齢構成に沿って、 

１０代４％、２０代１１％、３０代１１％、４０代１４％、 

５０代１５％、６０代１４％、７０代１６％、８０代１０％、 

９０代４％、１００歳以上１％となっています。 

             回答率は、２０代で１３％、６０代・７０代・８０代は５５％以上

の回答率となっています。 

             回収結果は、６０代・７０代・８０代が元々の配布数が多いうえに、

回答率も高いことから、結果として回答に占める割合も高くなって

います。  

 

会 長 ： 他にご質問等ございませんか。 

 

事務局 ： 欠席の委員から質問がございますので、紹介いたします。 

 

 資料１の１ページ、各委員会で目標数値に向けて取り組んでいるこ

と、工夫していることを、委員会の枠を超えて相互に情報交換して

はどうか、というお話をいただきました。この件は、先ほどご説明

させていただいた内容になりますので、省略させていただきます。 

             また、先ほど議題にもあがっておりましたが、亀岡市予防接種健康

被害調査委員会の女性委員が０名である件で、原因は何か、当該委

員会として改善策はどう考えているか、というご質問です。 

             これも、先ほどご説明させていただきましたので、省略いたします。 

 

資料２の２ページ、相談件数は横ばい、あるいは減少傾向にありま

すが、今後の共同親権選択可能となる改正法の施行に伴い、相談件

数の増加が考えられるため、対応できる体制を整えておく必要があ

るのではないか、とのご意見をいただきました。 

女性相談員を２名配置しており、相談件数が増加していることか
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ら、２０２２（令和４）年度からは相談員の勤務時間を延長してい

ます。また、法律相談を年に１８回、それぞれ３枠の計５４枠を設

けています。現状、相談枠に空きもあり、現在の体制で対応したい

と考えます。 

 

最後に、現在分析中のアンケートで、数字だけではなく、自由記述

欄にも今後の施策を検討するヒントがあると思うので、そちらも留

意されたい、とのご意見をいただきました。 

自由記述欄も、どのような意見が出ていたか、拾っていきたいと思

います。 

 

委 員 ： 共同親権のお話しがありましたが、家庭裁判所も忙しくなってくる 

       と考えられます。それに伴って、フェミニストカウンセリングと法

律相談が予約制になっていますが、年間どれだけの枠があって、そ

のうち何枠が埋まったのか、教えてください。                 

 

事務局 ： 資料２の２ページ、フェミニストカウンセリングは年間１８回、各

３枠の計５４枠ございます。 

             ２０２３（令和５）年度は１５件で、前年比で減っていますが、こ

れはカウンセラーの交代により、一部相談者が離れたものと考えら

れます。 

             ２０２４（令和６）年１０月末時点で２５件と、相談は増えてきて

います。 

             法律相談も、年間１８回各３枠で計５４枠、年間２５回から３０回 

             の相談が寄せられています。 

       

委 員 ： 一般相談から、フェミニストカウンセリングや法律相談に繋げたケ

ースは結構あったのでしょうか。 

 

事務局 ： 具体的な数は聞いておりませんが、電話相談で法律相談を紹介して

いるケースは、実際耳にしたことがあります。 

 

委 員 ： 窓口を紹介するだけでは、なかなか次に繋がらないので、予約を入

れるところまで、他の亀岡市の相談窓口を含め、相談員が繋ぐこと

をやってほしいと思います。 

 

会 長 ： 本日は、最終の会議になりますので、委員の皆様お一人ずつ、ご意

見などをお願いします。 

 

委 員 ： 資料４の６ページ「相談室の認知状況」で、７割から８割の方が相

談室を知らないという結果を真摯に受け止めて、先ほどお話しのあ

った広報用カードがなくなっているということがないように、認知

を高めていく必要があると思います。 

 

 

 

委 員 ： 資料４の２ページ「男女平等意識」で、学校教育の場で男女平等と 

       いう回答が多い結果には、安心しました。 
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中学校の制服が一緒になったり、小学校の帽子はどちらも選べた

り、男女混合が当たり前など、子どもたちだけではなく、保護者の

間でも広まっているかと思います。 

かつては子どもたちにもジェンダーバイアスがあり、この職業は

「男だから」「女だから」というのがありました。今は、例えば外科

医ならば男性の職業というイメージが浮かぶということは、子ども

たちにはほとんどありません。 

赤ちゃんが生まれたら、お父さんが休むのが当たり前、お父さんが

子育てに参加するのが当たり前、という考えが子どもたちに根づい

てきていると思います。 

（資料４の５ページ、６ページ）貧困の問題は大きく お母さんの

苦労、お父さんの苦労、そこに子どもが巻き込まれている現状があ

ります。 

学校現場でも保護者にも、福祉のどこにどのように繋がればいいの

か、わからないところがあります。ソーシャルワーカーやカウンセ

ラーに繋がれば安心ですが、それが認知されていないため、周知し

ていくことが必要だと思います。        

 

委 員 ： 相談室の件ですが、この場に相談員がいらっしゃらないですが、こ

の会議にも相談員がいらっしゃって、直接お話しをうかがえたら、

わかりやすいと思います。 

       相談員が対応中の場合、男性が電話を受けることはあるのですか。 

       相談の内容に、亀岡市の特徴や地域性があるのか、チェック・比較

をされると、改善の参考になるのではないかと思います。 

 

委 員 ： 資料４の最後のページ（６ページ）女性の相談室を知らない方が多

く、悩んでいても、どこに相談したらいいかわからない方も多いので、 

              そのような声を拾っていただきたいと思います。 

 

委 員 ： （資料４の６ページ）相談室に相談される場合、根が深い話も多い

ので、相談件数が多くても、実際は同じ方が何度も相談されるケー

スが多いと思います。 

       相談に至った方が、どのような経路で女性の相談室を認知されたか

は、データを取っていらっしゃると思います。実際、相談すること

はハードルが高い面もありますので、相談に至った判断や理由もお

尋ねすれば、今後相談される方へのアプローチになると思います。 

 

委 員 ： 自治会連合会から、参加させていただいています。自治会でも、い

ろいろな相談を受けることがありますが、どのように処理したらい

いか、わからないこともありました。今回、このようなシステムが

あることを知りました。 

       相談は、女性の方からが多いです。男性は相談しにくいというか、

知らないこともありますが、原因は男性側にもあると思います。 

       この会議も、女性の問題が中心ですが、男性も同じような問題を抱

えているのではないかと思います。 

       女性は女性側の立場で相談されますが、男性側にも言い分があると

思います。そこまで掘り下げていただければ、と思います。 
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会 長 ： 委員や副会長もおっしゃっていたように、男性が加害者の立場にな

る場合が多いのですが、男性がどうして加害者になるのか、その背

景、社会的なしんどさや抱えるプレッシャーなどがあると思いま

す。 

       大阪には男性がエンパワーメントできる場所がありますが、京都に

は少ないように思います。男女共同参画の概念の中で、女性だけが

大変ということではありません。 

       暮らしの中で、あるいは社会的な決定権のあるところに、女性が参

加できていない、この格差をどう縮めていくのか、仕組みや制度を

変えながら、仕掛けていくかという会議だと思っています。 

       今、委員がおっしゃったことは、私もいつも向き合っています。男

の人たち特有のしんどさとも向き合いながら、長い人生を生きてき

ました。 

       地域や家庭の中で、男女が共に幸せになれるように模索していくた

めに、意見を出していただきたいと思います。 

 

委 員 ： 会長がおっしゃったように、審議会の男女比も５０％になるのが望

ましいと思います。私は、この審議会に市民公募（女性人材登録）

から参加させていただいています。 

       （資料１の３ページ）全部で５４の審議会があり、専門性の高い会

議に公募で専門家以外の委員が入ったり、男性の多い会議に公募で

女性が入ってもいいと思います。 

 

委 員 ： 人口減少時代で、女性も男性もないというのが、経済の実情だと思

います。今後は女性であれ、男性であれ、能力のある方は給料も上

がります。会社を立ち上げる方も、女性が増えてきています。そう

いう意味で、ずいぶん変わってきていると感じます。 

       ただ、４０歳代以上の年代と以下の年代では、考え方はかなり異な

ると思います。時代に合わせて、これも変わっていくのかと思いま

す。 

       女性の相談室ですが、相談された方をどのように救済するか、窓口

を紹介するだけでなく、繋いでいかないと意味がないと思います。 

       私は商工会議所の会頭として、お話しをさせていただき、また出て

きた情報は持ち帰り、会頭として広めます。こういう部分も大事だ

と思います。 

 

委 員 ： （資料４の１ページ）アンケートで、意識が変わってきたと思われ

る、２０歳代から４０歳代の回答が少ないので、この年代の意見を

汲みとれるような調査の方法を、今後考えていく必要があると思い

ます。 

       ある３０歳代のお母さんとお話しをした際、「私は、このようなア

ンケートの対象に選ばれなかった」「アンケートが送られてきたら

意見を言えるのに、その場がない」と、おっしゃっていました。 

       アンケートに限らず、気軽に意見が言える場所があればいいと思い

ます。 

 

副会長 ：  （資料４）５ページの問１０「女性が困難な問題を経験したことや

見聞きしたことがあるか」で、リベンジポルノや性被害が１５件上
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がっているが、（資料２の１ページ）相談主訴分類集計の「性・性的

被害」の件数は０件で、現実とのズレがあります。 

       相談しにくいけれど、周囲の人は見聞している、ということです。 

       このような重篤な事例があるのであれば、いかに相談しやすくする

か、真剣に考えなければなりません。 

       併せて分析すべきことがあれば、補強・追加する必要があります。 

 

会 長 ： それでは、進行を事務局にお返しします。 

 

【事務局より】 

司 会 ： 皆様、貴重なご意見ありがとうございました。 

 

             審議会の会議録は、後日公開することになります。 

             公開前に、事務局作成の案を委員の皆様にお送りしますので、 

             確認をお願いいたします。 

 

       ２月６日をもちまして、委員の皆様の任期が満了となります。 

       ２年間ありがとうございました。 

       いただきましたご意見をもとに、事業を進めてまいります。 

 

３ 閉会 

司 会 ： これをもちまして、本日の会議を終了いたします。 

ありがとうございました。 

 

 

 

 


